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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．第31期中における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成15年 
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年 
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高（千円） 8,791,721 9,664,148 6,505,465 20,709,885 16,087,438 

経常利益（千円） 877,313 1,421,336 318,073 3,954,287 1,146,896 

中間（当期）純利益（千円） 330,487 605,202 121,030 1,900,971 151,087 

純資産額（千円） 13,552,976 14,842,205 17,049,457 15,447,761 15,733,417 

総資産額（千円） 43,526,050 49,036,465 52,151,691 46,486,186 47,693,007 

１株当たり純資産額（円） 1,947.68 2,110.42 2,428.59 2,207.69 2,225.45 

１株当たり中間(当期)純利益 

金額（円） 
47.55 86.46 17.21 261.82 10.13 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額（円） 
46.96 86.21 － 259.14 10.13 

自己資本比率（％） 31.1 30.3 32.7 33.2 33.0 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△477,530 497,686 △712,222 1,001,279 505,286 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
90,132 △990,705 △852,029 196,028 △3,287,573 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△328,413 2,391,677 2,393,707 △683,914 3,475,390 

現金及び現金同等物の中間期

末(期末)残高（千円） 
6,564,710 9,509,221 9,817,450 7,711,087 8,464,421 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員)(人) 

487 

(133) 

516 

(106) 

587 

(106) 

537 

(102) 

520 

(97) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．第31期中における潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第29期の１株当たり配当額70円には特別配当50円が、第30期の１株当たり配当額35円には特別配当15円が含

まれております。 

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成15年 
７月１日 
至平成15年 
12月31日 

自平成16年 
７月１日 
至平成16年 
12月31日 

自平成17年 
７月１日 
至平成17年 
12月31日 

自平成15年 
７月１日 
至平成16年 
６月30日 

自平成16年 
７月１日 
至平成17年 
６月30日 

売上高（千円） 8,575,163 9,375,835 5,981,679 20,095,780 15,510,675 

経常利益（千円） 1,009,313 1,518,942 1,045,988 4,235,386 1,923,328 

中間（当期）純利益（千円） 412,394 688,634 579,839 2,095,964 689,440 

資本金（千円） 5,140,862 5,237,433 5,238,779 5,144,227 5,238,779 

発行済株式総数（千株） 6,959 7,033 7,034 6,961 7,033 

純資産額（千円） 16,939,084 18,954,501 19,295,886 18,650,895 19,025,584 

総資産額（千円） 47,201,466 53,227,505 54,279,411 49,924,538 50,859,211 

１株当たり純資産額（円） 2,434.30 2,695.15 2,748.58 2,667.84 2,693.50 

１株当たり中間(当期)純利益 

金額（円） 
59.33 98.37 82.44 289.86 86.85 

潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益金額（円） 
58.59 98.09 － 286.89 86.84 

１株当たり中間(年間)配当額 

（円） 
－ － － 70 35 

自己資本比率（％） 35.9 35.6 35.5 37.4 37.4 

従業員数 

(外、平均臨時雇用人員)(人) 

355 

(56) 

365 

(56) 

293 

(51) 

373 

(56) 

358 

(50) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．特定子会社に該当しております。 

３．平成17年10月５日付で、分社型新設分割により設立しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ67名増加しましたのは、主にグッドマン・メディカル・アイルランド社

を新たに連結対象子会社としたためであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

２．従業員数が前期末に比べ65名減少しましたのは、主に株式会社グッドマンヘルスケアＩＴソリューションズ

を分社型新設分割したためであります。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

㈱グッドマンヘルス

ケアＩＴソリューシ

ョンズ 

愛知県名古屋市 350 
医療用機器・その

他事業 
直接 100.0 

当社医療施設内ネ

ットワークシステ

ムを開発・製造し

ている。 

役員の兼任２名 

  平成17年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

ディスポーザブル医療用具事業 465（ 99）  

医療用検査機器・その他事業 49（ - ）  

全社（共通） 73（ ７）  

合計 587（106）  

  平成17年12月31日現在

従業員数（人） 293（ 51）  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間における世界経済は、原油価格の高騰による素材価格の上昇を懸念しつつも、引き続き旺盛

な個人消費及び設備投資の伸びに支えられた米国景気の拡大に牽引され、着実な回復を示しました。国内経済につ

きましても、米国の景気拡大を背景とした円安ドル高傾向が一層強まったことから、輸出企業を中心とした業績の

回復が景気の回復を下支えし、デフレからの脱却が実感できる状況で推移いたしました。 

 医療用器具業界におきましては、被保険者の窓口負担、保険料の引き上げに象徴される医療保険財政負担を見直

す流れのなかで、特定機能病院医療包括制度の導入など診療報酬体系の改定が進められており、今後は、安価で有

用性、機能性に富んだ医療現場のニーズに合致する新技術を具現した製品開発がより一層重要となってきておりま

す。このような中で、当中間連結会計期間は、当社グループでは、新たに上市すべき大型新製品が予定されていな

いことから、前期に引き続き、冠動脈ステント「デュラフレックス」に対するドラッグエリューティングステント

の影響及び血管内超音波プローブの取扱い製品変更による影響を最小限に食い止めることを目標に販売活動に注力

いたしました。 

 米国子会社ライトラボ・イメージング社のＯＣＴ技術を使用した光学同調断層診断装置につきましては、ヨーロ

ッパ、中国において既に承認を取得済みであり、一部の地域で販売を開始いたしました。日本におきましては、平

成17年５月に治験の登録を完了し、平成18年１月に承認申請書類を提出しております。今後は、独立行政法人 医

薬品医療機器総合機構による審査を経て平成18年末頃には許可を取得できる見込みであります。一方、アメリカに

おいても、平成17年11月に治験を開始しており、日本における承認とほぼ同時期に許可を取得できる見込みであり

ます。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における売上高、営業利益、経常利益および中間純利益は以下のとおりとなり

ました。 

①売上高 

 日本のステント市場におきましては、競合他社製品でありますドラッグエリューティングステントが非常に大き

な占有率をもって浸透しており、「デュラフレックス」の販売に対しても重大な影響を及ぼしております。当社グ

ループでは、影響を最小限に食い止めるべく営業活動に注力いたしましたが、７億８千５百万円の販売となりまし

た。また、ドラッグエリューティングステントが日本市場に浸透した副次的な影響として、同ステントにより再狭

窄率が低下したことから、カッティング・バルーンを使用する症例が減少し、５億１千３百万円の販売となりまし

た。加えて、従来、取り扱っておりました他社仕入製品の血管内超音波プローブを、別会社製のバーチャル・ヒス

トロジー対応の次世代製品へ移行することに伴い一時的に売上が減少いたしました。 

 一方、ＰＴＣＡバルーンカテーテル、左心カテーテル、Ｙコネクターなど当社グループ内開発製品の販売は、公

示価格低下の影響を受けたものの拡販に注力した結果、金額ベースで前年同期に比べ増加を確保いたしました。 

 この結果、当中間連結会計期間の売上高は65億５百万円（前年同期比32.7％減）となりました。 

 以上のとおり、前年同期比では大幅な減収となっておりますが、月次の売上高の推移では、一昨年の秋以降ドラ

ッグエリューティングステントの影響を受け始めてからの減収傾向は底を打ち、当期においては、新規取り扱い製

品等の拡販により徐々に回復基調が確かなものになり始めたと考えております。 

②営業利益 

 競合他社製ドラッグエリューティングステントが市場に浸透したうえ、当社におきましては特に大型新製品の投

入がなかったものの、利益率の高い自社製品の構成比が高まったことから、連結売上総利益率が、前中間連結会計

期間の57.2％から当中間連結会計期間においては60.5％に改善いたしました。この結果、連結売上総利益は、39億

３千５百万円（前年同期比28.7％減）となりました。 

 一方、販売費及び一般管理費は、引き続き10億９千６百万円と高水準の研究開発費を維持しながらも、その他の

経費の見直しを行うことで１億６千５百万円の経費削減を行いました。 

 この結果、営業利益は３億４千万円（前年同期比80.7％減）となりました。 

③経常利益 

 営業外費用において、支払利息１億７千９百万円、社債発行費１千４百万円、金融支払手数料４千５百万円等の

金融コストに対して、為替差益を２億６千１百万円計上したことにより、経常利益は３億１千８百万円（前年同期

比77.6％減）となりました。 

④中間純利益 

 特別損失として商品廃棄損１千７百万円等を計上したことから、中間純利益は１億２千１百万円（前年同期比

80.0％減）となりました。 



 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①ディスポーザブル医療用具事業 

 日本のステント市場におきましては、競合他社製品でありますドラッグエリューティングステントが非常に大き

な占有率をもって浸透しており、「デュラフレックス」の販売に対しても重大な影響を及ぼしております。当社グ

ループでは、影響を最小限に食い止めるべく営業活動に注力いたしましたが、７億８千５百万円の販売となりまし

た。また、ドラッグエリューティングステントが日本市場に浸透した副次的な影響として、同ステントにより再狭

窄率が低下したことから、カッティング・バルーンを使用する症例が減少し、５億１千３百万円の販売となりまし

た。加えて、従来、取り扱っておりました他社仕入製品の血管内超音波プローブを、別会社製のバーチャル・ヒス

トロジー対応の次世代製品へ移行することに伴い一時的に売上が減少いたしました。 

 一方、ＰＴＣＡバルーンカテーテル、左心カテーテル、Ｙコネクターなど当社グループ内開発製品の販売は、公

示価格低下の影響を受けたものの拡販に注力した結果、金額ベースで前年同期に比べ増加を確保いたしました。 

 この結果、売上高は57億７千３百万円（前年同期比37.2％減）、営業利益は11億４千８百万円（前年同期比

57.3％減）となりました。 

②医療用機器・その他事業 

 医療用機器・その他事業におきましては、医療施設内画像情報ネットワークシステム（グッドネット）の拡販に

注力したことに加え、ＯＣＴ診断装置が欧州および中国で一部販売を開始したことにより売上高は７億３千２百万

円（前年同期比55.7％増）になりました。また、平成17年10月５日付で、グッドネットの事業部門を会社分割によ

り独立いたしました。分社により独立採算の徹底および権限の委譲と責任の明確化を図り、経費削減に注力した結

果、営業損失は２億７千６百万円（前年同期は営業損失４億円）となりました。 

 所在地別セグメントの業績については、次のとおりであります。   

①日本 

 国内は、前期に引き続き、競合他社のドラッグエリューティングステントの影響を最小限に抑えるべく自社グル

ープ製冠動脈用ステント「デュラフレックス」の販売に注力いたしましたが、影響を避けることができませんでし

た。また、ドラッグエリューティングステントが日本市場に浸透した間接的な影響として、カッティング・バルー

ンの販売も減少いたしました。加えて、従来、取り扱っておりました他社仕入製品の血管内超音波プローブを、別

会社製のバーチャル・ヒストロジー対応の次世代製品へ移行したことに伴い一時的に売上が減少いたしました。 

 一方、ＰＴＣＡバルーンカテーテル、左心カテーテル、Ｙコネクターなど当社グループ内開発製品の販売は、公

示価格低下の影響を受けたものの拡販に注力した結果、金額ベースで前年同期に比べ増加を確保いたしました。 

 この結果、売上高は60億１千９百万円（前年同期比36.0％減）、営業利益は17億５千万円（前年同期比26.6％

減）となりました。 

②米国 

 米国におきましては、競合他社製ドラッグエリューティングステントが日本において上市された影響により、冠

動脈用ステント「デュラフレックス」の日本向け売上げが大幅に減少した結果、セグメント間の売上が減少いたし

ました。一方、ＯＣＴ診断装置が、欧州および中国で一部販売が開始されました。 

 しかし、アバンテックヴァスキュラー社およびライトラボ・イメージング社における研究開発費用の増加等があ

り、売上高は８億８千８百万円（前年同期比20.6％減）、営業損失は５億６千３百万円（前年同期は営業損失２億

２千６百万円）となりました。 

③その他の地域 

 その他の地域におきましては、製造拠点でありますグッドマン・メディカル・アイルランド社から米国アバンテ

ックヴァスキュラー社に対する出荷が開始されたことにより、売上高は１億９千１百万円、営業損失は４千万円と

なりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前中

間純利益２億７千９百万円に加え、減価償却費２億４千７百万円、前期中間納付法人税の還付額４億４千１百万円

を計上いたしましたが、売上債権の増加６億５百万円およびたな卸資産の増加６億９千８百万円の結果、営業活動

によるキャッシュ・フローは７億１千２百万円の減少（前年同期は４億９千７百万円の増加）となりました。ま

た、買収のための株式取得、ロジスティック・センター建設等により投資活動によるキャッシュ・フローは８億５

千２百万円の減少（前年同期は９億９千万円の減少）となりました。一方、長期借入等により財務活動によるキャ

ッシュ・フローは23億９千３百万円の調達（前年同期は23億９千１百万円の調達）となりました。その結果、当中

間連結会計期間末における資金残高は98億１千７百万円（前年同期比3.2％増）となりました。 



（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは７億１千２百万円の減少（前年同期は４億９

千７百万円の増加）となりました。 

 これは主に、税金等調整前中間純利益２億７千９百万円（前年同期は10億７千３百万円）に加えて、減価償却費

２億４千７百万円（前年同期は２億７百万円）、仕入債務の増加１億５千８百万円（前年同期は１億１千７百万円

の増加）、前期中間納付法人税の還付額４億４千１百万円と資金が増加したものの、売上債権の増加６億５百万円

（前年同期は11億８百万円の減少）、たな卸資産の増加６億９千８百万円（前年同期は２億２千７百万円の増

加）、利息の支払額１億４千４百万円（前年同期は１億７千８百万円）等による資金の減少の結果であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動へ投下した資金は８億５千２百万円（前年同期は９億９千万円の投下）と

なりました。 

 これは主に、株式会社アイアールメディカル工房を完全子会社化するための買収投資等５億２千３百万円（前年

同期は５億４千８百万円）、当社商品センターの商品保管設備建設のための支出等１億９千６百万円（前年同期は

４千６百万円）等の結果であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において財務活動により調達した資金は23億９千３百万円（前年同期は23億９千１百万円の

調達）となりました。 

 これは主に、長期借入れにより30億円の調達（前年同期は56億円の調達）、社債発行により９億８千６百万円の

調達（前年同期は29億７千４百万円の調達）、短期借入金の純増加額12億円（前年同期は19億円の純減少）があっ

たものの、社債の償還３億６千万円（前年同期は５億１千万円の償還）、長期借入金の返済21億５千７百万円（前

年同期は16億３千２百万円の返済）および配当金の支払額２億４千５百万円（前年同期は４億７千５百万円）の結

果であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(4）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

なお、主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10以上の販

売先が存在しないため記載を省略しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ディスポーザブル医療用具事業 1,283,292 13.1 

医療用機器・その他事業 226,268 － 

合計 1,509,560 33.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ディスポーザブル医療用具事業 1,243,459 △68.4 

医療用機器・その他事業 106,415 △68.9 

合計 1,349,874 △68.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

ディスポーザブル医療用具事業 5,773,031 △37.2 

医療用機器・その他事業 732,433 55.7 

合計 6,505,465 △32.7 



３【対処すべき課題】 

 日本における冠動脈用ステント市場は、平成16年秋口のドラッグエリューティングステント発売開始以来、ベアメ

タルステントのシェアは著しく低下しております。現行のドラッグエリューティングステントは、服用する薬の副作

用、コーティング材として使用されているポリマーの人体への影響など、問題をはらみながらも多くの症例で使用さ

れる傾向は続くと予想されます。 

 これに対し、当社においても中長期的な収益の柱の一つとしてドラッグエリューティングステントの研究開発を強

力に推し進めております。 

 当社では、ステントに塗布する薬剤としてノバルティス社のピメクロリムスを第一候補に選定し、研究を続けてま

いりました。また、平成16年９月21日付で、ノバルティス社とピメクロリムスの使用についてライセンス契約を締結

しております。ピメクロリムスは、動物実験において非常に良好な結果を示しており、平成18年３月より人体での有

効性試験を開始する予定であります。 

 未だ、医療現場が本当に満足する有用性が高く安全なドラッグエリューティングステントが完成されているとは言

いがたい状況にあり、優れたドラッグエリューティングステントの開発に成功した暁には、一気にグローバル企業の

仲間入りが可能になると考えております。 

 一方で、既に成熟製品となっておりますＰＴＣＡバルーンカテーテルにつきましては、特定保険医療材料の償還価

格（いわゆる公示価格）の段階的引下げが行われているものの、大手競合他社の製品開発戦略がドラッグエリューテ

ィングステントなどの最先端製品中心になる中で、営業活動に注力した結果、順調な販売を達成することができ、収

益基盤の安定化に貢献できたと考えております。さらに、公示価格の低下傾向の中でも十分な利益を獲得できる、コ

スト競争力が高く高品質のＰＴＣＡバルーンカテーテルの開発が完了しており、春頃から販売を開始できると考えて

おります。 

 医療施設内画像情報ネットワークシステムでありますグッドネットにつきましては、平成17年10月５日付けで、事

業部門を会社分割により独立いたしました。分社により独立採算の徹底および権限の委譲と責任の明確化を図るとと

もに、今までの納入実績を利用して今後予想される買い替えの循環をうまく捕らえることで、効果的に業績を改善す

ることが重要と考えております。 

 米国子会社ライトラボ・イメージング社のＯＣＴ技術を使用した光学同調断層診断装置につきましては、ヨーロッ

パ、中国において既に承認を取得済みであり、日本におきましても、平成17年５月に治験の登録を完了し、平成18年

１月に承認申請書類を提出しております。今後は、独立行政法人 医薬品医療機器総合機構による審査を経て平成18

年末頃には許可を取得できる見込みであります。一方、アメリカにおいても、平成17年11月に治験を開始しており、

日本における承認とほぼ同時期に許可を取得できる見込みであります。また、血管の断層画像診断への応用以外に

も、ＯＣＴ技術を使用した光学同調断層診断装置の非常に優れた性能・潜在能力の他分野への応用研究を積極的に推

し進めることが重要と考えております。 

 ライトラボ・イメージング社はＯＣＴ技術を使用した光学同調断層診断装置において、現在、世界最先端の技術を

保有していることから、製品の上市により、当社グループは独自市場における独占的地位を確立することが可能であ

り、業績を飛躍的に向上させるものと考えております。 

 加えて、この度買収により平成17年12月20日付で完全子会社化いたしました株式会社アイアールメディカル工房に

おきましては、今後成長が期待される脳血管内治療分野（インターベンショナル・ニューロロジー）および放射線科

治療分野（インターベンショナル・ラジオロジー）のデバイスを開発しており、従来の循環器分野（インターベンシ

ョナル・カーディオロジー）の製品および知的財産を、それぞれの治療分野に応用することによる相乗効果の発現も

見込んだ開発を推し進めることが重要と考えております。 

 また、特許権等の国際間競争に耐えうるため、今後は知的財産戦略を前面に押し出し、技術創造による企業価値向

上のため諸策を施していくことが必要と考えております。 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの主たる研究開発は、ディスポーザブル医療用具事業については、新製品開発のための基礎研究、治

験等、医療用機器・その他事業については、株式会社グッドマンヘルスケアＩＴソリューションズにおける心機能解

析システム装置のソフトウェアの開発、医療施設内ネットワークシステムの開発等、また、両事業に関して、米国市

場における新商品開発のための情報入手活動等を行っております。 

 当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費の総額は10億９千６百万円となっており、主な研究開

発の内容は次のとおりであります。 

（ディスポーザブル医療用具事業） 

 当社総合研究所においては、ＰＴＣＡバルーンカテーテル、冠動脈用ステント等の新製品開発のための基礎研究、

治験等を行っております。また、子会社である株式会社グッドテックにおいてはガイディングカテーテル等の改良、

研究、アバンテックヴァスキュラー社においては次世代製品であるドラッグエリューティングステントの開発、ライ

トラボ・イメージング社においてはＯＣＴ技術を応用した血管内光断層撮影用カテーテルの開発等を行っており、当

中間連結会計期間の研究開発費は９億５百万円となりました。 

（医療用機器・その他の事業） 

 平成17年10月５日付で、分社型新設分割いたしました株式会社グッドマンヘルスケアＩＴソリューションズにおい

ては、新機能解析システム装置のソフトウェアの開発、医療施設内ネットワークシステムの放射線科への適用、電子

カルテへの対応を見込んだ次世代版への開発・研究、ライトラボ・イメージング社においてはＯＣＴ技術を使用した

光学同調断層診断装置の開発等を行っており、当中間連結会計期間の研究開発費は１億４千６百万円となりました。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

株式会社グッド

マン（当社） 

マイクラス・エンド

ヴァスキュラー・コ

ーポレーション 

米国 

脳動脈瘤治療用三

次元マイクロコイ

ル、デリバリーデ

バイス他、全ての

製品ライン 

日本における独占輸

入・販売契約 

平成17年９月30日から５年

間、以降１年毎の自動更新



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画しておりました当社商品センターの商品保管設備の増設に

ついて、平成17年10月に完了し、11月から操業を開始しております。なお、新たに確定した重要な設備の新設、拡

充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

① 平成14年９月20日定時株主総会決議 

 （注）１．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

２．当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は、これを

切り上げる。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 27,000,000 

計 27,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月27日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,034,926 7,034,926 ジャスダック証券取引所 － 

計 7,034,926 7,034,926 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 2,320 2,320 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 232,000 232,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 2,692（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成15年９月１日 

至 平成20年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

2,692 

1,346 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額  

時価  

既発行株式数＋新規発行株式数  



なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとする。 

３．当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものと

する。 

② 平成15年９月25日定時株主総会決議 

 (イ) 

 （注）１．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

２．当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は、これを

切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとする。 

３．当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものと

する。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 4,050 4,050 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 405,000 405,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 5,000（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年10月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

5,000 

2,500 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額  

時価  

既発行株式数＋新規発行株式数  



 (ロ) 

 （注）１．当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

２．当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は、これを

切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数

を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に

読み替えるものとする。 

３．当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じ

たときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するものと

する。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 30 30 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 3,000 3,000 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 3,833（注） 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年10月１日 

至 平成21年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

3,833 

1,917 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額  

時価  

既発行株式数＋新規発行株式数  



③ 平成17年９月22日定時株主総会決議 

 (イ) 

 （注）１．平成17年11月25日開催の取締役会決議に基づき、平成17年12月５日に新株予約権8,785個を発行しておりま

す。 

２．①当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権

の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は、こ

れを切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。 

③当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生

じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するも

のとする。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 8,785 8,765 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 878,500 876,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり 2,169（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年12月６日 

至 平成27年８月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

2,169 

1,085 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きない。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。 
同左 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額  

時価  

既発行株式数＋新規発行株式数  



 (ロ) 

 （注）１．平成18年１月６日開催の取締役会決議に基づき、平成18年１月６日に新株予約権65個を発行しております。 

２．①当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。 

②当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行又は自己株式を処分する場合（新株予約権

の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる1円未満の端数は、こ

れを切り上げる。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」に読み替えるものとする。 

③当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、払込価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生

じたときは、資本の減少、合併又は会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で払込価額を調整するも

のとする。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） － 65 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 6,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － １株当たり 2,410（注）２ 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成19年９月23日 

至 平成27年８月31日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 
－ 

発行価格 

資本組入額 

2,410 

1,205 

新株予約権の行使の条件 － 
各新株予約権の一部行使はで

きない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 
新株予約権を譲渡するときは

取締役会の承認を要する。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 

既発行株式数＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額  

時価  

既発行株式数＋新規発行株式数  



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年７月１日 

 ～ 

 平成17年12月31日 

－ 7,034,926 － 5,238,779 － 6,739,969 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

山本 明 愛知県愛知郡長久手町大字長湫字鴉ヶ廻間37-１ 2,422 34.43 

山本 幾子 愛知県愛知郡長久手町大字長湫字鴉ヶ廻間37-１ 154 2.18 

日本証券金融株式会

社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２－10 113 1.60 

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄３丁目14－12 109 1.56 

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２－１ 100 1.42 

明治安田生命保険相

互会社 
東京都千代田区丸の内２丁目１－１ 100 1.42 

株式会社大垣共立銀

行 
岐阜県大垣市郭町３丁目98 96 1.36 

株式会社十六銀行 岐阜県岐阜市神田町８丁目26 96 1.36 

グッドマン従業員持

株会 
名古屋市名東区藤が丘108番地 95 1.36 

ソシエテ ジェネラ

ル エヌアールエイ 

エヌオー ディティ

ティ 

SOCIETE GENERALE 29 BOVLEVARD HAUSSMANN PARIS-

FRANCE 
87 1.24 

計 － 3,374 47.96 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社所有の自己株式であります。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数8個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

  前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 14,600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 7,019,800 70,198 － 

単元未満株式 普通株式 526 － － 

発行済株式総数  7,034,926 － － 

総株主の議決権 － 70,198 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社グッドマン 
名古屋市名東区藤が丘

108番地 
14,600 － 14,600 0.21 

計 － 14,600 － 14,600 0.21 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 2,250 2,040 2,585 2,330 2,140 2,285 

最低（円） 2,000 1,850 1,920 2,095 2,005 2,010 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３

項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のた

だし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日

まで）及び当中間連結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31

日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   9,706,887   10,015,161   8,662,114  

２．受取手形及び売
掛金 

※４  6,789,559   4,890,386   4,252,335  

３．たな卸資産   6,251,665   7,168,401   6,371,854  

４．預け金 ※５  1,849,999   －   －  

５．繰延税金資産   474,370   426,203   529,596  

６．その他 ※６  1,026,739   1,031,921   1,409,420  

貸倒引当金   △31,000   △46,000   △46,000  

流動資産合計   26,068,222 53.2  23,486,073 45.0  21,179,322 44.4 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）建物及び構築
物 

※１ 1,185,722   1,530,238   1,186,074   

減価償却累計
額  552,075 633,647  669,217 861,020  577,338 608,736  

(2）機械装置及び
運搬具  491,731   717,276   540,439   

減価償却累計
額  358,283 133,447  517,302 199,974  411,671 128,767  

(3）工具・器具及
び備品  1,319,825   1,025,050   969,112   

減価償却累計
額  920,115 399,709  719,912 305,137  646,586 322,525  

(4）土地 ※１  1,270,096   1,270,096   1,270,096  

(5）建設仮勘定    －    －    35,714  

有形固定資産合
計   2,436,901 5.0  2,636,228 5.1  2,365,840 5.0 

２．無形固定資産           

(1）営業権 ※２  14,459,445   16,382,561   15,348,851  

(2）特許権   61,630   63,797   62,596  

(3）商標権   9,873   9,770   9,817  

(4）その他の無形
資産 

※３  2,122,288   2,397,275   2,249,421  

(5）連結調整勘定   1,714   597,956   1,619  

(6）その他   96,634   75,412   88,320  

無形固定資産合
計   16,751,587 34.2  19,526,772 37.4  17,760,627 37.2 

３．投資その他の資
産           

(1）投資有価証券   2,211,322   2,571,870   3,134,487  

(2）出資金   385,084   －   －  

(3）長期貸付金   －   1,821,050   1,659,300  

(4）長期前払費用   76,129   161,869   63,260  

(5）繰延税金資産   911,404   1,768,455   1,353,757  

(6）その他   195,812   184,720   181,761  

貸倒引当金   －   △5,350   △5,350  

投資その他の資
産合計   3,779,753 7.7  6,502,615 12.5  6,387,216 13.4 

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

固定資産合計   22,968,242 46.8  28,665,617 55.0  26,513,685 55.6 

資産合計   49,036,465 100.0  52,151,691 100.0  47,693,007 100.0 

           

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※４  2,469,159   1,294,695   1,103,414  

２．短期借入金 ※１  12,900,000   10,800,000   9,600,000  

３．１年内返済予定長
期借入金 

※１  4,152,400   3,215,400   3,638,600  

４．１年内償還予定社
債 

※５  2,570,000   1,360,000   1,520,000  

５．未払法人税等   358,343   469,337   16,888  

６．未払消費税等   112,926   44,742   59,228  

７．賞与引当金   89,582   97,910   351,513  

８．その他 ※５  347,622   426,350   336,671  

流動負債合計   23,000,034 46.9  17,708,437 34.0  16,626,316 34.9 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   2,360,000   5,500,000   4,700,000  

２．長期借入金 ※１  8,772,400   11,838,000   10,572,500  

３．退職給付引当金   61,824   55,796   60,772  

固定負債合計   11,194,224 22.8  17,393,796 33.3  15,333,272 32.1 

負債合計   34,194,259 69.7  35,102,233 67.3  31,959,589 67.0 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,237,433 10.7  5,238,779 10.0  5,238,779 11.0 

Ⅱ 資本剰余金   6,738,623 13.7  6,739,969 12.9  6,739,969 14.1 

Ⅲ 利益剰余金   6,331,391 12.9  5,672,123 10.9  5,877,277 12.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   △364 △0.0  114,452 0.2  68,048 0.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △3,459,034 △7.0  △681,055 △1.3  △2,184,812 △4.6 

Ⅵ 自己株式   △5,843 △0.0  △34,811 △0.0  △5,843 △0.0 

資本合計   14,842,205 30.3  17,049,457 32.7  15,733,417 33.0 

負債・資本合計   49,036,465 100.0  52,151,691 100.0  47,693,007 100.0 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,664,148 100.0  6,505,465 100.0  16,087,438 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,140,498 42.8  2,569,707 39.5  6,836,208 42.5 

売上総利益   5,523,650 57.2  3,935,758 60.5  9,251,229 57.5 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費           

１．給料・手当  930,967   934,713   1,857,584   

２．賞与引当金繰入
額  75,427   73,384   299,515   

３．退職給付費用  29,995   20,167   47,318   

４．旅費交通費  274,231   221,793   491,054   

５．リース料  90,533   78,575   171,830   

６．減価償却費  75,089   57,054   140,262   

７．研究開発費  1,054,140   1,096,527   2,289,759   

８．連結調整勘定償
却額  94   15,388   189   

９．その他  1,230,722 3,761,107 38.9 1,097,917 3,595,523 55.3 2,310,007 7,607,524 47.3 

営業利益   1,762,543 18.2  340,235 5.2  1,643,705 10.2 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息  13,540   17,230   38,567   

２．受取配当金  793   1,189   1,969   

３．為替差益  －   261,790   86,016   

４．投資事業組合等
収益  －   －   23,068   

５．その他  11,310 25,644 0.3 22,278 302,489 4.7 17,413 167,035 1.0 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  189,170   179,684   372,871   

２．社債利息  6,121   20,111   19,707   

３．社債発行費  25,761   14,000   68,511   

４．新株発行費  483   －   758   

５．仕損費  1,061   11,937   7,233   

６．棚卸廃棄損  42,544   48,499   94,386   

７．金融支払手数料   38,801   45,054   80,739   

８．為替差損   49,811   －   －   

９．その他  13,095 366,850 3.8 5,362 324,650 5.0 19,637 663,844 4.1 

経常利益   1,421,336 14.7  318,073 4.9  1,146,896 7.1 

Ⅵ 特別利益           

１．投資有価証券売
却益  － － － 4,828 4,828 0.1 5,305 5,305 0.0 

Ⅶ 特別損失           

１．有形固定資産除
却損 

※１ 1,990   8,269   9,445   

２．有形固定資産売
却損 

※２ －   4,974   －   

３．商品廃棄損  69,848   17,338   172,982   

４．投資事業組合等
損失  －   7,226   58,439   

５．投資有価証券評
価損  500   －   316,754   

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

６．会員権評価損  －   －   4,650   

７．長期前払費用償却
損  

※３ 208,000   －   208,000   

８．投資損失  13,375   －   －   

９．出資金評価損  49,909   －   －   

10．退職給付会計基準
変更時差異償却  4,484   －   8,968   

11．前期損益修正損  －   5,903   2,027   

12．その他  － 348,108 3.6 － 43,711 0.7 18,500 799,769 4.9 

税金等調整前中間
(当期)純利益   1,073,228 11.1  279,189 4.3  352,432 2.2 

法人税、住民税及
び事業税  332,219   440,670   584,232   

法人税等調整額  135,806 468,026 4.8 △282,510 158,159 2.4 △382,887 201,344 1.3 

中間(当期)純利益   605,202 6.3  121,030 1.9  151,087 0.9 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   6,645,487  6,739,969  6,645,487 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１．増資による新株発行  93,135 93,135 － － 94,481 94,481 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,738,623  6,739,969  6,739,969 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   6,293,460  5,877,277  6,293,460 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１．中間（当期）純利益  605,202 605,202 121,030 121,030 151,087 151,087 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１．配当金  487,270  246,183  487,270  

２．役員賞与  80,000 567,270 80,000 326,183 80,000 567,270 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  6,331,391  5,672,123  5,877,277 

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．税金等調整前中間
(当期)純利益 

 1,073,228 279,189 352,432 

２．減価償却費  207,165 247,963 381,974 

３．連結調整勘定償却額  94 15,388 189 

４．貸倒引当金の増加額  － － 20,350 

５．賞与引当金の増加額
（△減少額） 

 △251,741 △253,602 10,189 

６．退職給付引当金の増
加額（△減少額） 

 10,647 △4,976 9,595 

７．受取利息及び受取配
当金 

 △14,333 △18,419 △40,536 

８．支払利息  189,170 179,684 372,871 

９．投資有価証券評価損  500 － 316,754 

10．投資有価証券売却益  － △4,828 △5,305 

11．有形固定資産除却損  1,990 8,269 9,445 

12．有形固定資産売却損  － 4,974 － 

13．長期前払費用償却損  208,000 － 208,000 

14．出資金評価損  49,909 － － 

15．投資損失  13,375 － － 

16．会員権評価損  － － 4,650 

17．投資事業組合等収益  － － △23,068 

18．投資事業組合等損失  － 7,226 58,439 

19．為替差損（△為替差
益） 

 9 △134,545 △48,401 

20．社債発行費   25,761 14,000 68,511 

21．売上債権の減少額
（△増加額） 

 1,108,703 △605,353 3,679,317 

22．たな卸資産の増加額  △227,039 △698,196 △396,415 

23．仕入債務の増加額
（△減少額） 

 117,110 158,372 △1,245,486 

24．その他流動資産の増
加額 

 △125,370 △134,528 △44,625 

25．その他流動負債の増
加額（△減少額） 

 24,923 △15,835 46,260 

26．未払消費税等の減少
額 

 △75,929 △4,335 △129,628 

27．役員賞与の支払額  △80,000 △80,000 △80,000 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

小計  2,256,176 △1,039,552 3,525,514 

28．利息及び配当金の受
取額 

 14,332 30,601 27,270 

29．利息の支払額  △178,042 △144,756 △430,300 

30．法人税等の還付額
（△支払額） 

 △1,594,779 441,485 △2,617,197 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 497,686 △712,222 505,286 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．投資有価証券の取得
による支出 

 △319,235 △5,000 △441,435 

２．投資有価証券の売却
による収入 

 － 38,014 38,083 

３．関係会社株式取得に
よる支出 

 △548,672 △523,050 △1,175,172 

４．出資金取得支出  △4,845 － － 

５．長期貸付による支出  － △50,000 △1,609,800 

６．有形固定資産の取得
による支出 

 △46,546 △196,380 △91,737 

７．有形固定資産の売却
による収入  

 1,403 7,009 75,939 

８．無形固定資産の取得
による支出 

 △20,683 △4,981 △41,609 

９．長期前払費用の取得
による支出 

 △20,618 △103,645 △20,959 

10．その他の投資取得支
出 

 △32,278 △15,817 △32,224 

11．その他の投資売却収
入 

 770 1,822 11,342 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △990,705 △852,029 △3,287,573 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

１．短期借入金の純増加
額（△純減少額） 

 △1,900,000 1,200,000 △5,200,000 

２．社債の償還による支
出 

 △510,000 △360,000 △2,720,000 

３．社債発行による収入  2,974,239 986,000 6,431,489 

４．長期借入金の返済に
よる支出 

 △1,632,700 △2,157,700 △4,346,400 

５．長期借入れによる収
入 

 5,600,000 3,000,000 9,600,000 

６．自己株式取得支出  △359 △28,968 △359 

７．新株予約権行使によ
る新株発行収入 

 186,340 － 189,032 

８．預け金の支払額   △1,849,999 － △1,849,999 

９．預け金の回収による
収入   

 － － 1,849,999 

10．配当金の支払額  △475,843 △245,623 △478,371 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

 2,391,677 2,393,707 3,475,390 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 △100,525 140,751 60,229 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

 1,798,133 970,207 753,333 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

 7,711,087 8,464,421 7,711,087 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及
び現金同等物の増加額 

 － 382,821 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※１ 9,509,221 9,817,450 8,464,421 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

(1）連結子会社の数 ８社 

連結子会社名 

(1）連結子会社の数 ４社 

連結子会社名 

 ㈱グッドテック 

グッドマンＵＳＡ社 

グッドマンＵＳＡ社の

100％子会社 

アバンテックヴァスキュ

ラー社 

ライトラボ・イメージン

グ社 

㈱グッドテック 

㈱グッドマンヘルスケアＩ

Ｔソリューションズ 

グッドマンＵＳＡ社 

アバンテックヴァスキュラ

ー社 

ライトラボ・イメージング

社 

グッドマン・メディカル・

ホールディング社 

グッドマン・メディカル・

アイルランド社 

㈱バイオセプト・ジャパン 

 上記のうち、前連結会計年

度において非連結子会社であ

ったグッドマン・メディカ

ル・ホールディング社、グッ

ドマン・メディカル・アイル

ランド社、㈱バイオセプト・

ジャパンは、重要性が増加し

たことから、当中間連結会計

期間より連結子会社としてお

ります。 

 ㈱グッドマンヘルスケアＩ

Ｔソリューションズについて

は、平成17年10月５日付で分

社型新設分割を行い、当中間

連結会計期間より連結の範囲

に含めております。 

㈱グッドテック 

グッドマンＵＳＡ社 

グッドマンＵＳＡ社の100％

子会社 

アバンテックヴァスキュ

ラー社 

ライトラボ・イメージン

グ社 

 (2）非連結子会社の数 ３社 (2）非連結子会社の数 ３社 (2）非連結子会社の数 ５社 

 非連結子会社名 

グッドマン医療器械国際貿

易（上海）有限公司 

グッドマン・メディカル・

アイルランド社 

マスパック社 

非連結子会社名 

グッドマン医療器械国際貿

易（上海）有限公司 

グッドマン・ヨーロッパ社 

㈱アイアールメディカル工

房 

非連結子会社名  

グッドマン医療器械国際貿

易（上海）有限公司 

グッドマン・メディカル・

ホールディング社 

グッドマン・メディカル・

ホールディング社の100％子

会社 

グッドマン・メディカ

ル・アイルランド社 

グッドマン・ヨーロッパ社 

株式会社バイオセプト・ジ

ャパン 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

中間連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであ

ります。 

（連結の範囲から除いた理由）  

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響を

及ぼしていないためでありま

す。  

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会

社又は関連会社はありません。 

(1）     同左 (1）     同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 (2）持分法を適用していない非連

結子会社（グッドマン医療器械

国際貿易（上海）有限公司、グ

ッドマン・メディカル・アイル

ランド社、マスパック社）及び

関連会社（サーフェスジェネシ

ス社）は、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（グッドマン医療器械

国際貿易（上海）有限公司、グ

ッドマン・ヨーロッパ社、㈱ア

イアールメディカル工房）及び

関連会社（サーフェスジェネシ

ス社）は、中間純損益（持分に

見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持

分法の対象から除いても中間連

結財務諸表に及ぼす影響が軽微

であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

(2）持分法を適用していない非連

結子会社（グッドマン医療器械

国際貿易（上海）有限公司、グ

ッドマン・メディカル・ホール

ディング社、グッドマン・メデ

ィカル・アイルランド社、グッ

ドマン・ヨーロッパ社、株式会

社バイオセプト・ジャパン）及

び関連会社（サーフェスジェネ

シス社、株式会社アイアールメ

ディカル工房）は、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いて

も連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であり、かつ、全体として

も重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社のうち、グッドマン

ＵＳＡ社、アバンテックヴァスキ

ュラー社、ライトラボ・イメージ

ング社の決算日は、12月31日であ

ります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、当該会社については、同決

算日現在の財務諸表を使用してお

ります。 

 連結子会社のうち、グッドマン

ＵＳＡ社、アバンテックヴァスキ

ュラー社、ライトラボ・イメージ

ング社、グッドマン・メディカ

ル・ホールディング社、グッドマ

ン・メディカル・アイルランド

社、㈱バイオセプト・ジャパンの

決算日は、12月31日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

って、当該会社については、同決

算日現在の財務諸表を使用してお

ります。 

 連結子会社のうち、グッドマン

ＵＳＡ社、アバンテックヴァスキ

ュラー社、ライトラボ・イメージ

ング社の決算日は、12月31日であ

ります。 

 連結財務諸表の作成に当たっ

て、当該会社については、連結決

算日現在で実施した仮決算に基づ

く財務諸表を使用しております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

（イ）子会社株式及び関連会社株

式 

イ 有価証券 

（イ）子会社株式及び関連会社株

式 

イ 有価証券 

（イ）子会社株式及び関連会社株

式 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 （ロ）その他有価証券 （ロ）その他有価証券 （ロ）その他有価証券 

 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のあるもの 

同左 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。  

時価のないもの 

同左 

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

  （表示方法の変更）  

 「証券取引法等の一部を改正

する法律」（平成16年法律第97

条）が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適

用となること及び「金融商品会

計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17

年２月15日付で改正されたこと

に伴い、当中間連結会計期間か

ら投資事業有限責任組合及びそ

れに類する組合への出資（証券

取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）を投資

有価証券として表示する方法に

変更いたしました。 

 なお、当中間連結会計期間に

含まれる当該出資の中間連結貸

借対照表計上額は338,457千円で

あります。 

 また、前中間連結会計期間ま

で「出資金評価損」「投資損

失」として表示しておりました

持分相当額の差額は当中間連結

会計期間より「投資事業組合等

損失」として表示しておりま

す。 

 前中間連結会計期間末におい

て独立掲記しておりました「出

資金」は、当中間連結会計期間

末においては投資その他の資産

の「その他」に50千円含まれて

おります。 

（表示方法の変更）  

 「証券取引法等の一部を改正

する法律」（平成16年法律第97

条）が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適

用となること及び「金融商品会

計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17

年２月15日付で改正されたこと

に伴い、当連結会計年度から投

資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）を投資有価

証券として表示する方法に変更

いたしました。 

 なお、当連結会計年度に含ま

れる当該出資の貸借対照表計上

額は378,869千円であります。 

 また、前連結会計年度まで

「出資金評価損」「投資損失」

として表示しておりました持分

相当額の差額は当連結会計年度

より「投資事業組合等損失」と

して表示しております。 

 前連結会計年度まで「出資金

売却収入」として表示しており

ました当該出資にかかる収入額

6,164千円につきましては「投資

有価証券の売却による収入」に

含めて表示しております。 

 前連結会計年度において独立

掲記しておりました「出資金」

は、当連結会計年度においては

投資その他の資産の「その他」

に50千円含まれております。 

 ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 ロ たな卸資産 

 （イ）商品 

移動平均法による低価法 

（イ）商品 

同左 

（イ）商品 

同左 

 （ロ）製品・原材料・仕掛品 

総平均法による原価法 

（ロ）製品・原材料・仕掛品 

同左 

（ロ）製品・原材料・仕掛品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

率法（但し、有形固定資産「工

具・器具及び備品」のうち設置

用医療機器については定額法）

を採用し、在外連結子会社は当

該国の会計基準に基づく定額法

を採用しております。 

 但し、当社及び国内連結子会

社は平成10年４月１日以降に取

得した建物（附属設備を除く）

については、定額法によってお

ります。 

 なお主な耐用年数は次のとお

りであります。 

 建物及び構築物 ８～50年 

 機械装置    ８～12年 

イ 有形固定資産 

同左 

イ 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 ロ 無形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定

額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

 在外米国連結子会社 

 米国連結子会社の企業結合の

結果認識した無形固定資産は、

「営業権及びその他の無形資

産」に係る会計基準（米国財務

会計基準審議会基準書第142

号）に準拠して以下のように処

理しております。 

在外米国連結子会社 

同左 

在外米国連結子会社 

同左 

 （イ）営業権 

規則的償却は行なわず、減

損が発生した場合に減損を

認識し計上します。 

（イ）営業権 

同左 

（イ）営業権 

同左 

 （ロ）その他の無形資産 

償却期間が限定できる無形

資産は償却期間に応じて定

額法により償却し、償却期

間が限定できない無形資産

については償却せずに減損

が発生した場合に減損を認

識し計上します。 

（ロ）その他の無形資産 

同左 

（ロ）その他の無形資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、当社及び国内

連結子会社は一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。また在外連結子会社は主と

して個別の債権について回収不

能見込額を計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

 ロ 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に

基づき当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

ロ 賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は従

業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、将来の支給見

込額のうち、当連結会計年度の

負担額を計上しております。 

 ハ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

 なお、会計基準変更時差異

（44,843千円）については、５

年による按分額の２分の１を特

別損失処理しております。 

ハ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

ハ 退職給付引当金 

 当社及び国内連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資金

の見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、会計基準変更時差異

（44,843千円）については５年

による按分額を特別損失処理し

ております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

(4）重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間連

結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外

子会社等の資産及び負債並びに収

益及び費用は、中間連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部における

為替換算調整勘定に含めておりま

す。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債並びに収益及

び費用は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差

額は資本の部における為替換算調

整勘定に含めて計上しておりま

す。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 連結会社は、リース物件の所有

権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債務のうち、通貨

オプション及び通貨スワップを

付しているものについて振当処

理の要件を満たしている場合は

振当処理を行っております。 

イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当

処理を採用しております。 

イ ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債務のうち、通貨

オプション及び通貨スワップを

付しているものについて振当処

理の要件を満たしている場合は

振当処理を行っております。 

 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

通貨オプション … 外貨建輸入取引

通貨スワップ … 同上 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

通貨オプション…外貨建輸入取引

通貨スワップ …同上 

金利スワップ …借入金に係る金

利変動 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

通貨オプション … 外貨建輸入取引

通貨スワップ … 同上 

 ハ ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

別管理要領」に基づき、為替変

動リスクを軽減することを目的

に行っております。 

ハ ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

別管理要領」に基づき、為替変

動リスク及び金利変動リスクを

軽減することを目的に行ってお

ります。 

ハ ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

別管理要領」に基づき、為替変

動リスクを軽減することを目的

に行っております。 

 ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

継続して為替の変動による影響

と相殺または一定の範囲に限定

する効果が見込まれるため、ヘ

ッジの有効性の判定は省略して

おります。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

継続して為替及び金利の変動に

よる影響と相殺または一定の範

囲に限定する効果が見込まれる

ため、その判定をもってヘッジ

の有効性の判定は省略しており

ます。 

ニ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

継続して為替の変動による影響

と相殺または一定の範囲に限定

する効果が見込まれるため、ヘ

ッジの有効性の判定は省略して

おります。 

(7）その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

(8）当社と連結子会社の会

計処理基準の主要な差異

の概要 

 在外連結子会社は米国法人であ

り、その財務諸表は米国会計基準

に準拠して作成しております。そ

の概要は次のとおりであります。 

 営業権については償却は行わ

ず、年一回及び減損の可能性を示

す事象が発生した時点で減損の判

定を行っております。 

 在外連結子会社の米国法人の財

務諸表は米国会計基準に準拠して

作成しております。その概要は次

のとおりであります。 

 営業権については償却は行わ

ず、年一回及び減損の可能性を示

す事象が発生した時点で減損の判

定を行っております。 

 在外連結子会社は米国法人であ

り、その財務諸表は米国会計基準

に準拠して作成しております。そ

の概要は次のとおりであります。 

 営業権については償却は行わ

ず、年一回及び減損の可能性を示

す事象が発生した時点で減損の判

定を行っております。 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。これによる損益に与え

る影響はありません。  

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── （中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において独立掲記しておりました

「預け金」は、当中間連結会計期間においては流動資産の

「その他」に20,901千円含まれております。 

（中間連結損益計算書） 

 「金融支払手数料」は、前中間連結会計期間まで、営業

外費用の「その他」に含めて表示していましたが、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「金融支払手数料」

の金額は24,894千円であります。 

────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 平成16年12月17日付で、当社は、イーメッ

クス株式会社から共同開発の停止による損害

賠償請求として10億円の訴訟の提起を受けま

した。イーメックス株式会社との共同開発契

約の締結は、契約の締結に先立ちイーメック

ス株式会社が行ったプレゼンテーションによ

り、同社の技術水準および製品部品の性能を

錯誤した結果によるものであります。その

後、イーメックス株式会社の技術水準では、

共同研究が当初の目的を達成することが不可

能であることが明らかとなったことから、共

同開発の中止を検討するに至りました。しか

るに、同社は、全く完成の目処すらたたない

共同開発製品の、しかも不確実性に満ちた将

来の販売目標から、同社の得べかりしロイヤ

リティーを算定し、当社に対して損害賠償請

求の訴訟を提起したものです。 

 当社は、未だ完成の目処さえつかない製品

の販売目標を将来利益と考え算定されたロイ

ヤリティーが損害賠償請求の対象となるとは

到底考えておらず、今回の訴訟が当社の将来

の経営成績および財政状態に与える影響は、

全くないと考えております。 

──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年

２月13日企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価値割およ

び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が31,994

千円増加し、営業利益、経常利益および税金

等調整前当期純利益が同額減少しておりま

す。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成17年６月30日） 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

※１．担保に供している資産及びこれに対応

する債務 

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 

建物 297,803千円

土地 1,070,623 

計 1,368,426 

建物 283,236千円

土地 1,070,623 

計 1,353,859 

建物 290,333千円

土地 1,070,623 

計 1,360,956 

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 3,084,000千円

長期借入金 1,490,000 

(１年内返済予定長期借入金を含

む) 

計 4,574,000 

短期借入金 2,700,000千円

長期借入金 1,808,000 

(１年内返済予定長期借入金を含

む) 

計 4,508,000 

短期借入金 3,240,000千円

長期借入金 1,701,500 

(１年内返済予定長期借入金を含

む) 

計 4,941,500 

※２．営業権は米国法人の買収の結果発生し

た株式消去差額のうち特定科目に振り替

えた後の残高を計上したものであり、

「営業権及びその他の無形資産」に係る

会計基準（米国財務会計基準審議会基準

書第142号）に準拠して処理しておりま

す。 

※２．     同左 ※２．     同左 

※３．米国連結子会社の企業結合時に認識し

た「技術開発力」等として識別された無

形固定資産であります。 

※３．     同左 ※３.      同左 

※４．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

※４．中間連結会計期間末日満期手形 

 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

※４．      ───── 

受取手形 228,352千円

支払手形 370,451千円

受取手形 107,861千円

支払手形 6,008千円

 

※５．平成16年９月15日に発行いたしました

転換社債型新株予約権付社債に関連する

金額がそれぞれ以下の勘定科目に次のと

おり含まれております。なお、同社債

は、平成17年１月12日に繰上償還されま

す。 

勘定科目 金額 

預け金 1,849,999千円

１年内償還予定社債 1,850,000 

その他（流動負債） 7,000 

※５．    ─────  ※５．      ───── 

※６．流動資産のその他には、ノバルティス

ファーマ社に対するオプション期間20ヶ

月に対応するオプション料166,736千円

が含まれております。これは、平成16年

９月21日付で締結した、当社米国子会社

アバンテックヴァスキュラー社と、スイ

ス法人 ノバルティスファーマ社とのド

ラッグエリューティングステント（薬剤

を放出するステント）用の薬剤 ピメク

ロリムスについてのライセンス契約のオ

プション条項に基づくものであります。 

※６．      ───── ※６．      ───── 

 



（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成17年６月30日） 

 ７．当社及び連結子会社（株式会社グッド

テック）においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行19行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 ７．当社及び連結子会社（株式会社グッド

テック）においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行25行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当

中間連結会計期間末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

 ７．当社及び連結子会社（株式会社グッド

テック）においては、運転資金の効率的

な調達を行うため取引銀行19行と当座貸

越契約及び貸出コミットメント契約を締

結しております。これら契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次の

とおりであります。 

当座貸越限度額及び貸

出コミットメントの総

額 

19,200,000千円

借入実行残高 11,000,000 

差引額 8,200,000 

当座貸越限度額及び

貸出コミットメント

の総額 

16,800,000千円 

借入実行残高 9,700,000  

差引額 7,100,000  

当座貸越限度額及び

貸出コミットメント

の総額 

18,200,000千円 

借入実行残高 7,900,000  

差引額 10,300,000  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１．有形固定資産除却損 ※１．有形固定資産除却損 ※１．有形固定資産除却損 

工具・器具及び備品 1,990千円 工具・器具及び備品 8,269千円 工具・器具及び備品 9,445千円

※２．    ─────  ※２．有形固定資産売却損 

工具・器具及び備品 4,974千円

※２．    ─────  

※３．長期前払費用償却損は、共同開発事業

のうち一部の中止を見込んだことによる

一時償却損であります。 

※３．    ─────  ※３．    ─────  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） （平成17年６月30日現在） 

現金及び預金勘定 9,706,887千円

預金期間が３か月を

超える定期預金 
△197,666 

現金及び現金同等物 9,509,221 

現金及び預金勘定 10,015,161千円

預金期間が３か月を

超える定期預金 
△197,711 

現金及び現金同等物 9,817,450 

現金及び預金勘定 8,662,114千円

預金期間が３か月を

超える定期預金 
△197,693 

現金及び現金同等物 8,464,421 

──────  ２．当中間連結会計期間に新規連結により

増加した資産、負債の主な内容 

 前連結会計年度は非連結子会社であっ

たグッドマン・メディカル・ホールディ

ング社、グッドマン・メディカル・アイ

ルランド社及び㈱バイオセプト・ジャパ

ンは、重要性が増加したことから、当中

間連結会計期間から連結の範囲に含める

こととしました。資産及び負債の明細は

次のとおりであります。 

────── 

 資産の部 

流動資産 800,214千円

固定資産 1,202,422 

  計 2,002,637 

 

 負債の部 

流動負債 120,815千円

固定負債 － 

  計 120,815 

 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装
置及び
運搬具 

221,474 149,743 71,731 

工具・
器具及
び備品 

353,723 302,030 51,693 

合計 575,198 451,774 123,424 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

機械装
置及び
運搬具 

227,074 180,437 46,636

工具・
器具及
び備品 

189,561 150,023 39,537

合計 416,635 330,460 86,174

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

機械装
置及び
運搬具 

221,474 167,339 54,135

工具・
器具及
び備品 

346,543 315,747 30,795

合計 568,018 483,087 84,930

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 86,002千円

１年超 131,272 

合計 217,274 

１年内 69,604千円

１年超 89,061 

合計 158,665 

１年内 73,375千円

１年超 95,979 

合計 169,354 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 58,712千円

減価償却費相当額 39,281千円

支払利息相当額 4,799千円

支払リース料 44,846千円

減価償却費相当額 27,799千円

支払利息相当額 4,755千円

支払リース料 110,664千円

減価償却費相当額 77,774千円

支払利息相当額 8,832千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定率法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当中間連結会計期間において、一部減損処理（株式500千円）を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に

計上しております。 

２．時価のあるその他有価証券について、次の判断基準に基づき減損処理を行うこととしております。 

(1）個々の銘柄について時価の下落率が50％を超える場合は、時価が著しく下落していると判断し、回復可能

性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

(2）個々の銘柄について時価の下落率が30％以上50％以下の場合は、次の三要件のいずれかに該当する銘柄を

時価が著しく下落していると判断し、回復可能性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

①当該銘柄について、過去２年間にわたり下落率が30％以上50％以下の状態になっている場合。 

②当該銘柄の発行会社が債務超過の場合。 

③当該銘柄の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失の計上が予想される場合。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）その他有価証券の非上場株式には、外貨建株式を中間決算日における直物為替相場により円貨に換算したことに

よる換算差額△83,848千円が含まれております。 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 163,374 246,621 83,246 

(2）その他 － － － 

合計 163,374 246,621 83,246 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 607,348 

関連会社株式 93,792 

(2）その他有価証券  

非上場株式 1,263,561 

合計 1,964,701 



当中間連結会計期間末（平成17年12月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） １．時価のあるその他有価証券について、次の判断基準に基づき減損処理を行うこととしております。 

(1）個々の銘柄について時価の下落率が50％を超える場合は、時価が著しく下落していると判断し、回復可能

性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

(2）個々の銘柄について時価の下落率が30％以上50％以下の場合は、次の三要件のいずれかに該当する銘柄を

時価が著しく下落していると判断し、回復可能性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

①当該銘柄について、過去２年間にわたり下落率が30％以上50％以下の状態になっている場合。 

②当該銘柄の発行会社が債務超過の場合。 

③当該銘柄の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失の計上が予想される場合。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）その他有価証券の非上場株式には、外貨建株式を中間決算日における直物為替相場により円貨に換算したことに

よる換算差額41,413千円が含まれております。 

 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

(1）株式 160,109 311,324 151,215 

(2）その他 － － － 

合計 160,109 311,324 151,215 

 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

子会社株式 711,725 

関連会社株式 93,792 

(2）その他有価証券  

非上場株式 1,111,571 

投資事業組合出資持分 338,457 

新株予約権 5,000 

合計 2,260,545 



前連結会計年度末（平成17年６月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）１．当連結会計年度において、減損処理（株式 500千円）を行い、減損処理後の帳簿価額を取得原価に計上して

おります。 

２．時価のあるその他有価証券について、次の判断基準に基づき減損処理を行うこととしております。 

(1）個々の銘柄について時価の下落率が50％を超える場合は、時価が著しく下落していると判断し、回復可能

性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

(2）個々の銘柄について時価の下落率が30％以上50％以下の場合は、次の三要件のいずれかに該当する銘柄を

時価が著しく下落していると判断し、回復可能性がない場合は減損処理を行うこととしております。 

①当該銘柄について、過去２年間にわたり下落率が30％以上50％以下の状態になっている場合。 

②当該銘柄の発行会社が債務超過の場合。 

③当該銘柄の発行会社が２期連続で損失を計上し、翌期も損失の計上が予想される場合。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）１．その他有価証券の非上場株式には、外貨建株式を決算日における直物為替相場により円貨に換算したことに

よる換算差額14,213千円が含まれております。 

２．当連結会計年度において、減損処理（非上場株式316,254千円）を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

 「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債務等に振り当てたデリバティブ取引は、注記の対象から

除いております。 

当中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債務等に振り当てたデリバティブ取引及び、ヘッジ会計が

適用されているデリバティブ取引は、注記の対象から除いております。 

前連結会計年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨建金銭債務等に振り当てたデリバティブ取引は、注記の対象から

除いております。 

 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 160,109 260,409 100,300 

(2）その他 － － － 

合計 160,109 260,409 100,300 

 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）子会社株式及び関連会社株式  

関連会社株式 1,447,639 

(2）その他有価証券  

非上場株式（店頭売買株式を除く） 1,047,568 

投資事業組合出資持分 378,869 

合計 2,874,077 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

 （注）１．製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行

っております。 

２．各事業の主な製品 

(1）ディスポーザブル医療用具事業…ＰＴＣＡバルーンカテーテル、サーモダイリューションカテーテル、心

臓血管造影用カテーテル、冠動脈用ステント、ドップラー血流速測定ワ

イヤー、血管内超音波プローブ等 

(2）医療用機器・その他事業…………超音波ドップラー血流速監視装置、超音波血管内画像診断装置、心機能

解析装置、ＤＩＣＯＭ画像医療施設内ネットワークシステム等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は527,169千円であり、その主なも

のは、当社の総務・経理・薬事部門等の管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行

っております。 

２．各事業の主な製品 

(1）ディスポーザブル医療用具事業…ＰＴＣＡバルーンカテーテル、サーモダイリューションカテーテル、心

臓血管造影用カテーテル、冠動脈用ステント、ドップラー血流速測定ワ

イヤー、血管内超音波プローブ、血管内ＯＣＴイメージワイヤー等 

(2）医療用機器・その他事業…………超音波ドップラー血流速監視装置、超音波血管内画像診断装置、心機能

解析装置、ＤＩＣＯＭ画像医療施設内ネットワークシステム、血管内Ｏ

ＣＴイメージングシステム等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は532,699千円であり、その主なも

のは、当社の総務・経理・薬事部門等の管理部門に係る費用であります。 

 
ディスポーザ
ブル医療用具 
（千円） 

医療用機器・
その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 9,193,727 470,420 9,664,148 － 9,664,148 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 9,193,727 470,420 9,664,148 － 9,664,148 

営業費用 6,503,095 871,339 7,374,435 527,169 7,901,605 

営業利益又は営業損失（△） 2,690,632 △400,919 2,289,712 (527,169) 1,762,543 

 
ディスポーザ
ブル医療用具 
（千円） 

医療用機器・
その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 5,773,031 732,433 6,505,465 － 6,505,465 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 5,773,031 732,433 6,505,465 － 6,505,465 

営業費用 4,624,096 1,008,434 5,632,531 532,699 6,165,230 

営業利益又は営業損失（△） 1,148,935 △276,000 872,934 (532,699) 340,235 



前連結会計年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 （注）１．製品の種類、性質、製造方法、販売方法等の類似性、損益集計区分及び関連資産等に照らし、事業区分を行

っております。 

２．各事業の主な製品 

(1）ディスポーザブル医療用具事業…ＰＴＣＡバルーンカテーテル、サーモダイリューションカテーテル、心

臓血管造影用カテーテル、冠動脈用ステント、ドップラー血流速測定ワ

イヤー、血管内超音波プローブ等 

(2）医療用機器・その他事業…………超音波ドップラー血流速監視装置、超音波血管内画像診断装置、心機能

解析装置、ＤＩＣＯＭ画像医療施設内ネットワークシステム等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,121,124千円であり、その主な

ものは、当社の総務・経理・薬事部門等の管理部門に係る費用であります。 

 
ディスポーザ
ブル医療用具 
（千円） 

医療用機器・
その他 
（千円） 

計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 14,765,139 1,322,298 16,087,438 － 16,087,438 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 14,765,139 1,322,298 16,087,438 － 16,087,438 

営業費用 11,372,904 1,949,704 13,322,609 1,121,124 14,443,733 

営業利益又は営業損失（△） 3,392,235 △627,405 2,764,829 (1,121,124) 1,643,705 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は527,169千円であり、その主なも

のは、当社の総務・経理・薬事部門等の管理部門に係る費用であります。 

当中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主要な国又は地域 

(1）国又は地域の区分の方法          地理的近接度によっております。 

(2）その他の地域に属する主要な国又は地域   アイルランド 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は532,699千円であり、その主なも

のは、当社の総務・経理・薬事部門等の管理部門に係る費用であります。 

３．当中間連結会計期間よりグッドマン・メディカル・ホールディング社及びグッドマン・メディカル・アイル

ランド社を連結の範囲に含めたことに伴い、「その他の地域」を新設しております。 

前連結会計年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,121,124千円であり、その主な

ものは、当社の総務・経理・薬事部門等の管理部門に係る費用であります。 

 日本（千円） 米国（千円） 計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 9,399,646 264,501 9,664,148 － 9,664,148 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 854,629 854,629 (854,629) － 

計 9,399,646 1,119,130 10,518,777 (854,629) 9,664,148 

営業費用 7,013,872 1,345,625 8,359,498 (457,893) 7,901,605 

営業利益又は営業損失（△） 2,385,774 △226,494 2,159,279 (396,736) 1,762,543 

 
日本 
（千円） 

米国 
（千円） 

その他の地域 

（千円）  
計（千円） 

消去又は全社 

（千円） 
連結 
（千円） 

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 6,019,391 459,710 26,362 6,505,465 － 6,505,465 

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高 
－ 428,745 165,409 594,155 (594,155) － 

計 6,019,391 888,456 191,772 7,099,620 (594,155) 6,505,465 

営業費用 4,268,559 1,452,149 232,122 5,952,831 212,399 6,165,230 

営業利益又は営業損失（△） 1,750,832 △563,692 △40,349 1,146,789 (806,554) 340,235 

 日本（千円） 米国（千円） 計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 15,566,622 520,816 16,087,438 － 16,087,438 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ 1,358,593 1,358,593 (1,358,593) － 

計 15,566,622 1,879,409 17,446,032 (1,358,593) 16,087,438 

営業費用 11,981,003 2,855,535 14,836,539 (392,805) 14,443,733 

営業利益 3,585,618 △976,125 2,609,493 (965,787) 1,643,705 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成16年７月１日 至平成16年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自平成17年７月１日 至平成17年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成16年７月１日 至平成17年６月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 2,110.42円

１株当たり中間純利益

金額 
86.46円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
86.21円

１株当たり純資産額 2,428.59円

１株当たり中間純利益

金額 
17.21円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 2,225.45円

１株当たり当期純利益

金額 
10.13円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
10.13円

 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 605,202 121,030 151,087 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 80,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (80,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 605,202 121,030 71,087 

期中平均株式数（千株） 7,000 7,033 7,016 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 0 

普通株式増加数（千株） 19 － 0 

（うち新株予約権） (19) (－) (0) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権 

普通株式（新株予約権の

数4,380個） 

 なお、新株予約権の概要

は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

新株予約権３種類 

普通株式（新株予約権の

数15,185個） 

 なお、新株予約権の概要

は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

新株予約権 

普通株式（新株予約権の

数4,255個） 

 なお、新株予約権の概要

は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  当社は、決算期後に株式会社アイアールメ

ディカル工房の株式を取得し子会社化いたし

ました。 

(1) 株式取得の目的 

 当社は、これまで循環器分野（インタ

ーベンショナル・カーディオロジー）で

使用される血管内検査用および治療用カ

テーテル等の開発、製造、輸入、販売を

中心に事業を推進してまいりました。 

 この度、当社にとりまして新しい事業

分野に進出するため、株式会社アイアー

ルメディカル工房の株式を取得すること

により子会社化いたしました。 

(2) 株式会社アイアールメディカル工房の概

要 

(3) 株式取得の時期 

 平成17年７月から８月 

(4) 取得株式数、取得価額および取得前後の

所有株式の状況 

①商号 株式会社アイアール

メディカル工房 

②主な事業の内容 脳血管内治療、放射

線科治療を中心とし

たデバイスの開発 

③資本の額 453百万円 

④発行済株式総数 3,965株 

  （平成17年9月22日現在）

①異動前の所有株式

数 

1,550株（所有割合

39.1%） 

②取得株式数 2,015株 

③取得価額 342百万円 

④異動後の所有株式

数 

3,565株（所有割合

89.9%） 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  7,919,593   8,066,671   6,914,466   

２．受取手形 ※３ 3,444,114   2,069,323   1,926,561   

３．売掛金  3,058,418   2,166,248   1,994,235   

４．たな卸資産  6,364,879   6,178,852   6,461,055   

５．預け金 ※４ 1,849,999   －   －   

６．その他  805,059   1,056,380   1,296,553   

貸倒引当金  △30,000   △45,000   △45,000   

流動資産合計   23,412,064 44.0  19,492,476 35.9  18,547,871 36.5 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物 ※２ 444,317   557,571   427,505   

(2) 土地 ※２ 1,090,018   1,090,018   1,090,018   

(3) その他  401,008   169,419   354,474   

有形固定資産合
計   1,935,343 3.6  1,817,009 3.4  1,871,998 3.7 

２．無形固定資産   93,380 0.2  18,500 0.0  85,421 0.1 

３．投資その他の資
産           

(1) 投資有価証券  26,830,945   30,580,874   28,066,582   

(2) 繰延税金資産  364,479   281,771   449,769   

(3) その他  591,291   2,094,129   1,842,917   

貸倒引当金  －   △5,350   △5,350   

投資その他の資
産合計   27,786,716 52.2  32,951,425 60.7  30,353,919 59.7 

固定資産合計   29,815,441 56.0  34,786,935 64.1  32,311,339 63.5 

資産合計   53,227,505 100.0  54,279,411 100.0  50,859,211 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※３ 1,672,379   549,381   642,252   

２．買掛金  1,243,262   1,101,982   749,762   

３．短期借入金 ※２ 12,800,000   10,700,000   9,500,000   

４．１年内返済予定
長期借入金 

※２ 4,122,400   3,185,400   3,608,600   

５．１年内償還予定
社債 

※４ 2,570,000   1,360,000   1,520,000   

６．未払法人税等  356,281   461,079   －   

７．賞与引当金  82,586   81,016   331,284   

８．その他 ※４ 366,795   263,598   267,312   

流動負債合計   23,213,704 43.6  17,702,458 32.6  16,619,211 32.7 

Ⅱ 固定負債           

１．社債  2,360,000   5,500,000   4,700,000   

２．長期借入金 ※２ 8,642,400   11,738,000   10,460,000   

３．退職給付引当金  56,899   43,066   54,415   

固定負債合計   11,059,299 20.8  17,281,066 31.9  15,214,415 29.9 

負債合計   34,273,004 64.4  34,983,525 64.5  31,833,626 62.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   5,237,433 9.8  5,238,779 9.7  5,238,779 10.3 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  6,738,623   6,739,969   6,739,969   

資本剰余金合計   6,738,623 12.7  6,739,969 12.4  6,739,969 13.3 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  144,844   144,844   144,844   

２．任意積立金  3,516,824   3,511,552   3,516,824   

３．中間(当期)未処
分利益  3,323,337   3,583,070   3,324,143   

利益剰余金合計   6,985,006 13.1  7,239,467 13.3  6,985,812 13.7 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金   △717 △0.0  112,481 0.2  66,867 0.1 

Ⅴ 自己株式   △5,843 △0.0  △34,811 △0.1  △5,843 △0.0 

資本合計   18,954,501 35.6  19,295,886 35.5  19,025,584 37.4 

負債資本合計   53,227,505 100.0  54,279,411 100.0  50,859,211 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,375,835 100.0  5,981,679 100.0  15,510,675 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,641,363 49.5  2,592,625 43.3  7,414,492 47.8 

売上総利益   4,734,471 50.5  3,389,053 56.7  8,096,182 52.2 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費   2,894,907 30.9  2,261,638 37.8  5,603,356 36.1 

営業利益   1,839,564 19.6  1,127,414 18.9  2,492,826 16.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１  10,139 0.1  236,230 3.9  87,138 0.5 

Ⅴ 営業外費用 ※２  330,761 3.5  317,657 5.3  656,636 4.2 

経常利益   1,518,942 16.2  1,045,988 17.5  1,923,328 12.4 

Ⅵ 特別利益   － －  4,828 0.1  5,305 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※３  297,379 3.2  27,911 0.5  653,798 4.2 

税引前中間(当
期)純利益   1,221,562 13.0  1,022,904 17.1  1,274,835 8.2 

法人税、住民税
及び事業税  332,000   435,300   564,000   

法人税等調整額  200,928 532,928 5.7 7,765 443,065 7.4 21,395 585,395 3.8 

中間(当期)純利
益   688,634 7.3  579,839 9.7  689,440 4.4 

前期繰越利益   2,634,703   3,003,231   2,634,703  

中間(当期)未処
分利益   3,323,337   3,583,070   3,324,143  

           



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。  

（表示方法の変更）  

 「証券取引法等の一部を改正

する法律」（平成16年法律第97

条）が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適

用となること及び「金融商品会

計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17

年２月15日付で改正されたこと

に伴い、当中間会計期間から投

資事業有限責任組合及びそれに

類する組合への出資（証券取引

法第２条第２項により有価証券

とみなされるもの）を投資有価

証券として表示する方法に変更

いたしました。 

 なお、当中間会計期間に含ま

れる当該出資の中間貸借対照表

計上額は338,457千円でありま

す。 

時価のないもの 

同左 

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定さ

れる決算報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基礎とし、

持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。  

（表示方法の変更）  

 「証券取引法等の一部を改正す

る法律」（平成16年法律第97

条）が平成16年６月９日に公布

され、平成16年12月１日より適

用となること及び「金融商品会

計に関する実務指針」（会計制

度委員会報告第14号）が平成17

年２月15日付で改正されたこと

に伴い、当期から投資事業有限

責任組合及びそれに類する組合

への出資（証券取引法第２条第

２項により有価証券とみなされ

るもの）を投資有価証券として

表示する方法に変更いたしまし

た。 

 なお、当期に含まれる当該出

資の貸借対照表計上額は378,869

千円であります。 

 また、前期まで「出資金評価

損」「投資損失」として表示し

ておりました持分相当額の差額

は当期より「投資事業組合等損

失」として表示しております。 

 前期において独立掲記してお

りました「出資金」は、当期に

おいては投資その他の資産の

「その他」に50千円含まれてお

ります。 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 商品 

 移動平均法による低価法 

商品 

同左 

商品 

同左 

 製品・原材料・仕掛品 

 総平均法による原価法 

製品・原材料・仕掛品 

同左 

製品・原材料・仕掛品 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。但

し、有形固定資産の「その他」

に含まれる工具・器具及び備品

のうち設置用医療機器について

は、定額法によっております。 

 また、平成10年４月１日以降

に取得した建物（附属設備を除

く）については、定額法によっ

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 建物及び構築物 8～50年 

 機械装置      12年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法によっております。但

し、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

て、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、将来の支

給見込額のうち、当事業年度の

負担額を計上しております。 

 (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（44,843千円）については、５

年による按分額の２分の１を特

別損失処理しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（44,843千円）については５年

による按分額を特別損失処理し

ております。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債務のうち、通貨

オプション及び通貨スワップを

付しているものについて振当処

理の要件を満たしている場合は

振当処理を行っております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

 外貨建金銭債務のうち、通貨

オプション及び通貨スワップを

付しているものについて振当処

理の要件を満たしている場合は

振当処理を行っております。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

通貨オプション … 外貨建輸入取引

通貨スワップ … 同上 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

通貨オプション…外貨建輸入取引

通貨スワップ …同上 

金利スワップ …借入金に係る金

利変動 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

別管理要領」に基づき、為替変

動リスクを軽減することを目的

に行っております。 

(3）ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

別管理要領」に基づき、為替変

動リスク及び金利変動リスクを

軽減することを目的に行ってお

ります。 

(3）ヘッジ方針 

 当社の内部規程である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

別管理要領」に基づき、為替変

動リスクを軽減することを目的

に行っております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

継続して為替の変動による影響

と相殺または一定の範囲に限定

する効果が見込まれるため、ヘ

ッジの有効性の判定は省略して

おります。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

継続して為替及び金利の変動に

よる影響と相殺または一定の範

囲に限定する効果が見込まれる

ため、その判定をもってヘッジ

の有効性の判定は省略しており

ます。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

継続して為替の変動による影響

と相殺または一定の範囲に限定

する効果が見込まれるため、ヘ

ッジの有効性の判定は省略して

おります。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

 なお、仮払消費税等と仮受消

費税等は相殺したうえ、流動負

債の「その他」に含めて表示し

ております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これによる損益に与える影響

はありません。  

────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

────── （中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において独立掲記しておりました「預け

金」は、当中間会計期間においては流動資産の「その他」

に20,901千円含まれております。 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 平成16年12月17日付で、当社は、イーメッ

クス株式会社から共同開発の停止による損害

賠償請求として10億円の訴訟の提起を受けま

した。イーメックス株式会社との共同開発契

約の締結は、契約の締結に先立ちイーメック

ス株式会社が行ったプレゼンテーションによ

り、同社の技術水準および製品部品の性能を

錯誤した結果によるものであります。その

後、イーメックス株式会社の技術水準では、

共同研究が当初の目的を達成することが不可

能であることが明らかとなったことから、共

同開発の中止を検討するに至りました。しか

るに、同社は、全く完成の目処すらたたない

共同開発製品の、しかも不確実性に満ちた将

来の販売目標から、同社の得べかりしロイヤ

リティーを算定し、当社に対して損害賠償請

求の訴訟を提起したものです。 

 当社は、未だ完成の目処さえつかない製品

の販売目標を将来利益と考え算定されたロイ

ヤリティーが損害賠償請求の対象となるとは

到底考えておらず、今回の訴訟が当社の将来

の経営成績および財政状態に与える影響は、

全くないと考えております。 

──────  「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第９号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当期から「法人事業税における外

形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企

業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に

従い法人事業税の付加価値割および資本割に

ついては、販売費及び一般管理費に計上して

おります。 

 この結果、販売費及び一般管理費が31,994

千円増加し、営業利益、経常利益および税引

前当期純利益が同額減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年12月31日） 

当中間会計期間末 
（平成17年12月31日） 

前事業年度末 
（平成17年６月30日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 ※１．有形固定資産減価償却累計額 

 1,243,231千円  813,540千円  976,461千円

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

※２．担保に供している資産及びこれに対応

する債務は次のとおりであります。 

(イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 (イ)担保に供している資産 

建物 170,775千円

土地 890,545 

計 1,061,320 

建物 162,722千円

土地 890,545 

計 1,053,267 

建物 166,650千円

土地 890,545 

計 1,057,195 

(ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 (ロ)上記に対応する債務 

短期借入金 2,984,000千円

長期借入金 1,330,000 

(１年内返済予定長期借入金を含

む) 

計 4,314,000 

短期借入金 2,600,000千円

長期借入金 1,678,000 

(１年内返済予定長期借入金を含

む) 

計 4,278,000 

短期借入金 3,140,000千円

長期借入金 1,589,000 

(１年内返済予定長期借入金を含

む) 

計 4,729,000 

※３．中間期末日満期手形 ※３．中間期末日満期手形 ※３．      ───── 
 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

 したがって、当中間期末日は金融機関

が休日のため、次のとおり中間期末日満

期手形が当中間期末残高に含まれており

ます。 

 中間期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しておりま

す。 

 したがって、当中間期末日は金融機関

が休日のため、次のとおり中間期末日満

期手形が当中間期末残高に含まれており

ます。 

 

受取手形 228,352千円

支払手形 370,451千円

受取手形 107,861千円

支払手形 6,008千円

 

※４．平成16年９月15日に発行いたしました

転換社債型新株予約権付社債に関連する

金額がそれぞれ以下の勘定科目に次のと

おり含まれております。なお、同社債

は、平成17年１月12日に繰上償還されま

す。 

※４．      ───── ※４．      ───── 

勘定科目 金額 

預け金 1,849,999千円

一年内償還予定社債 1,850,000 

その他（流動負債） 7,000 

  

 ５．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行19行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

 ５．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行25行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当中間会計期

間末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。 

 ５．当社は、運転資金の効率的な調達を行

うため取引銀行19行と当座貸越契約及び

貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当事業年度末

の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越限度額及び貸

出コミットメントの総

額 

19,100,000千円

借入実行残高 11,000,000 

差引額 8,100,000 

当座貸越限度額及び貸

出コミットメントの総

額 

16,700,000千円

借入実行残高 9,700,000 

差引額 7,000,000 

当座貸越限度額及び貸

出コミットメントの総

額 

18,100,000千円

借入実行残高 7,900,000 

差引額 10,200,000 



（中間損益計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 206千円

受取配当金 723 

受取利息 19,219千円

受取配当金 1,119 

為替差益 208,818 

受取利息 3,860千円

受取配当金 1,829 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 186,171千円

社債発行費 25,761 

支払利息 180,875千円

社債発行費 14,000 
支払利息 367,223千円

社債発行費 68,511 

※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの ※３．特別損失のうち主要なもの 

投資損失 13,375千円

出資金評価損 49,909 

投資有価証券評価損 500 

退職給付会計基準変

更時差異償却 
4,484 

長期前払費用償却損 208,000 

投資事業組合等損失 7,226千円 投資有価証券評価損 316,754千円

退職給付会計基準変

更時差異償却 

8,968 

長期前払費用償却損 208,000 

 ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額  ４．減価償却実施額 

有形固定資産 95,107千円

無形固定資産 16,545 

有形固定資産 61,482千円

無形固定資産 10,115 
有形固定資産 177,024千円

無形固定資産 34,334 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

その他 
(有形
固定資
産) 

551,039 433,906 117,132 

合計 551,039 433,906 117,132 

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

その他 
(有形
固定資
産) 

389,022 309,469 79,552

合計 389,022 309,469 79,552

 
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

その他 
(有形
固定資
産) 

543,859 463,510 80,349

合計 543,859 463,510 80,349

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 81,702千円

１年超 127,914 

合計 209,616 

１年内 66,389千円

１年超 85,607 

合計 151,996 

１年内 70,483千円

１年超 93,887 

合計 164,370 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 55,928千円

減価償却費相当額 37,571千円

支払利息相当額 4,650千円

支払リース料 41,906千円

減価償却費相当額 26,385千円

支払利息相当額 3,584千円

支払リース料 105,096千円

減価償却費相当額 74,355千円

支払利息相当額 8,573千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし残存価額を

零とする定率法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり純資産額 2,695.15円

１株当たり中間純利益

金額 
98.37円

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
98.09円

１株当たり純資産額 2,748.58円

１株当たり中間純利益

金額 
82.44円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 2,693.50円

１株当たり当期純利益

金額 
86.85円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
86.84円

 
前中間会計期間 

（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 688,634 579,839 689,440 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 80,000 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (80,000) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円） 688,634 579,839 609,440 

期中平均株式数（千株） 7,000 7,033 7,016 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － 0 

普通株式増加数（千株） 19 － 0 

（うち新株予約権） (19) (－) (0) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権 

普通株式（新株予約権の

数4,380個） 

 なお、新株予約権の概要

は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

新株予約権３種類 

普通株式（新株予約権の

数15,185個） 

 なお、新株予約権の概要

は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 

新株予約権 

普通株式（新株予約権の

数4,255個） 

 なお、新株予約権の概要

は「第４提出会社の状況、

１株式等の状況、(2）新株

予約権等の状況」に記載の

とおりであります。 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。  当社は、決算期後に株式会社アイアールメ

ディカル工房の株式を取得し子会社化いたし

ました。 

(1) 株式取得の目的 

 当社は、これまで循環器分野（インタ

ーベンショナル・カーディオロジー）で

使用される血管内検査用および治療用カ

テーテル等の開発、製造、輸入、販売を

中心に事業を推進してまいりました。 

 この度、当社にとりまして新しい事業

分野に進出するため、株式会社アイアー

ルメディカル工房の株式を取得すること

により子会社化いたしました。 

(2) 株式会社アイアールメディカル工房の概

要 

(3) 株式取得の時期 

 平成17年７月から８月 

(4) 取得株式数、取得価額および取得前後の

所有株式の状況 

①商号 株式会社アイアール

メディカル工房 

②主な事業の内容 脳血管内治療、放射

線科治療を中心とし

たデバイスの開発 

③資本の額 453百万円 

④発行済株式総数 3,965株 

  （平成17年9月22日現在）

①異動前の所有株式

数 

1,550株（所有割合

39.1%） 

②取得株式数 2,015株 

③取得価額 342百万円 

④異動後の所有株式

数 

3,565株（所有割合

89.8%） 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第30期）（自 平成16年７月１日 至 平成17年６月30日）平成17年９月22日東海財務局長に提出 

(2）有価証券届出書（新株予約権）及びその添付書類 

 平成17年11月25日東海財務局長に提出 

(3）有価証券届出書の訂正報告書 

 平成17年12月５日東海財務局長に提出 

(4）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日）平成18年１月13日関東財務局に提出  

 報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月15日関東財務局に提出  

 報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月15日関東財務局に提出  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成17年３月24日

株式会社グッドマン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 重松 功成  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 谷口 定敏  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社グッドマンの平成16年７月１日から平成17年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年７月１日から

平成16年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社グッドマン及び連結子会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成16年７月１日から平成16年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成18年３月25日

株式会社グッドマン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 谷口 定敏  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 渡辺 真吾  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社グッドマンの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年７月１日から

平成17年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社グッドマン及び連結子会社の平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年７月１日から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成17年３月24日

株式会社グッドマン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 重松 功成  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 谷口 定敏  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社グッドマンの平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第30期事業年度の中間会計期間（平成16年７月１日から平

成16年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社グッドマンの平成16年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年７月１日

から平成16年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

   

  平成18年３月25日

株式会社グッドマン   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 谷口 定敏  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 渡辺 真吾  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社グッドマンの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第31期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日から平

成17年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社グッドマンの平成17年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７月１日

から平成17年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。 
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